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住宅用火災警報器の点検・交換の必要性と促進策

●住宅用火災警報器の電池の寿命の目安は概ね１０年。
●新築住宅への義務化が始まった平成１８年から１０年以上が経過。全ての
住宅の設置義務化から１０年となる令和３年度には、約１億台の住宅用火災
警報器が１０年を経過する見込み。

⇒火災時の適切な作動を確保するため、住宅用火災警報器の定期的な点検と
電池切れの際の本体交換を周知・徹底していく必要。

 火災を感知するため２４時間常に作動。
 現在普及している機器の多くは、電池の
寿命が概ね１０年。

 電池を交換しても内部の電子機器の劣化
が考えれるため、設置から１０年経過し
た場合、本体交換を推奨しています。

※交換の際は連動型住宅用火災警報器など
付加的な機能も併せ持つ機器を推奨してい
ます。



住宅用火災警報器 交換診断シート

一般社団法人日本火災報知機工業会において、住民自身や住宅防火診断等に訪れた消防職員が実際に設
置されている住警器をチェックすることにより、住警器の維持管理や交換を促進するための診断シート
※リーフレットは今年度中に各消防本部に配布予定（電子データは工業会ＨＰで公開中）

（一社）日本火災報知器工業会ホームページ http://www.kaho.or.jp/

http://www.kaho.or.jp/


住宅火災の発火源別死者数（放火自殺者等を除く。）

たばこを発火源とした
火災が最も多い



時間帯別住宅火災の死者発生状況（放火自殺者等を除く。）

住宅火災の死に至った経過別死者発生状況（放火自殺者等を除く。）

逃げ遅れ 519人（54.9％）
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